
1/9 

○さいたま市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する要綱 

平成29年３月31日 

告示第510号 

改正 平成30年３月29日告示第478号 

平成30年７月31日告示第1076号 

令和元年11月26日告示第1057号 

令和３年３月31日告示第571号 

令和５年３月31日告示第602号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市が実施する介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）

第115条の45第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」とい

う。）の実施に関し、法、介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」とい

う。）及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（内容） 

第２条 市長は、総合事業のうち、次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 法第115条の45第１項第１号に規定する事業（以下「第１号事業」という。）のうち次に

掲げる事業 

ア 法第115条の45第１項第１号イに規定する第１号訪問事業（以下「第１号訪問事業」と

いう。）として次に掲げる事業 

(ア) 介護予防訪問介護サービス 

(イ) 家事支援型訪問サービス 

(ウ) 住民主体による訪問型生活支援サービス 

イ 法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（以下「第１号通所事業」と

いう。）として次に掲げる事業 

(ア) 介護予防通所介護サービス 

(イ) 交流型通所サービス 

(ウ) 運動型通所サービス 

(エ) 住民主体による通所型生活支援サービス 

ウ 法第115条の45第１項第１号ハに規定する第１号生活支援事業（以下「第１号生活支援

事業」という。） 
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エ 法第115条の45第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業（以下「第１号介護

予防支援事業」という。） 

(2) 法第115条の45第１項第２号に規定する事業（以下「一般介護予防事業」という。）のう

ち次に掲げる事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

(3) 第１号訪問事業及び第１号通所事業の利用に係る利用者負担の家計に与える影響を考慮

した事業として、次に掲げる事業 

ア 高額介護予防サービス費に相当する事業 

イ 高額医療合算介護予防サービス費に相当する事業 

（一部改正〔令和５年告示602号〕） 

（実施方法） 

第３条 前条第１号ア及びイの事業（同号ア(ウ)及びイ(エ)の事業を除く。）は、要支援認定を

受けた被保険者のうち居宅において支援を受けるもの（以下「居宅要支援被保険者」とい

う。）及び省令第140条の62の４第２号に規定する第１号被保険者（以下「事業対象者」とい

う。）が、市長が指定する者（以下「指定事業者」という。）の当該指定に係る第１号事業を

行う事業所により行われる当該第１号事業を利用した場合において、当該居宅要支援被保険者

及び事業対象者（以下「居宅要支援被保険者等」という。）に対し、当該第１号事業に要した

費用について、第１号事業支給費を支給することにより実施する。 

２ 前条第１号ア(ウ)、イ(エ)及びウ並びに同条第２号及び第３号の事業の実施方法は、別に定

める。 

３ 前条第１号エの事業は、委託により実施するものとする。 

（一部改正〔平成30年告示478号・令和５年告示602号〕） 

（指定の有効期間） 

第４条 省令第140条の63の７の規定により市が定める期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める期間とする。 

(1) 介護予防訪問介護サービス及び家事支援型訪問サービス 次のアからウまでに掲げる場

合の区分に応じ、それぞれアからウまでに定める期間 
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ア さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成

24年さいたま市条例第68号。以下「指定居宅サービス条例」という。）第６条第１項に

規定する指定訪問介護事業者（以下この号において「指定訪問介護事業者」という。）が

新たに介護予防訪問介護サービス又は家事支援型訪問サービスに係る事業者の指定を受け

る場合 介護予防訪問介護サービス又は家事支援型訪問サービスに係る事業者の指定を受

けた日から当該訪問介護事業者の指定の有効期間の満了の日までの間 

イ 指定訪問介護事業者が介護予防訪問介護サービス又は家事支援型訪問サービスに係る事

業者の指定を初めて更新する場合 介護予防訪問介護サービス又は家事支援型訪問サービ

スに係る事業者の指定の更新の時点における当該訪問介護事業者の指定の有効期間の満了

の日までの間 

ウ ア及びイ以外の場合 介護予防訪問介護サービス又は家事支援型訪問サービスに係る事

業者の指定の日（指定の更新の場合は、従前の有効期間の満了の日の翌日）から起算して

６年 

(2) 介護予防通所介護サービス、交流型通所サービス及び運動型通所サービス 次のアから

ウまでに掲げる場合の区分に応じ、それぞれアからウまでに定める期間 

ア 指定居宅サービス条例第91条第１項に規定する指定通所介護事業者（以下この号におい

て「指定通所介護事業者」という。）又はさいたま市指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成24年さいたま市条例第73号）第60条の３

第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業者（以下この号において「指定地域密着型

通所介護事業者」という。）が新たに介護予防通所介護サービス、交流型通所サービス又

は運動型通所サービスに係る事業者の指定を受ける場合 介護予防通所介護サービス、交

流型通所サービス又は運動型通所サービスに係る事業者の指定を受けた日から当該通所介

護事業者又は指定地域密着型通所介護事業者の指定の有効期間の満了の日までの間 

イ 指定通所介護事業者又は指定地域密着型通所介護事業者が介護予防通所介護サービス、

交流型通所サービス又は運動型通所サービスに係る事業者の指定を初めて更新する場合 

介護予防通所介護サービス、交流型通所サービス又は運動型通所サービスに係る事業者の

指定の更新の時点における当該通所介護事業者又は当該地域密着型通所介護事業者の指定

の有効期間の満了の日までの間 

ウ ア及びイ以外の場合 介護予防通所介護サービス、交流型通所サービス又は運動型通所

サービスに係る事業者の指定の日（指定の更新の場合は、従前の有効期間の満了の日の翌

日）から起算して６年 
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（一部改正〔平成30年告示478号〕） 

（第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準） 

第５条 第１号事業に要する費用の額の算定に関する基準は、別に定めるものとする。 

（第１号事業に係る支給費の支給限度基準額） 

第６条 要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成11

年厚生省令第58号。以下「認定省令」という。）第２条第１項第１号に掲げる区分である者に

係る第１号事業（第２条第１号ウ及びエを除く。以下、この条において同じ。）に係る支給費

の支給限度基準額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区

分支給限度基準額（平成12年厚生省告示第33号）第２号イに規定する単位数でサービスを受

けることができる額とする。 

２ 認定省令第２条第１項第２号に掲げる区分である者に係る第１号事業に係る支給費の支給限

度基準額は、居宅介護サービス費等区支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度

基準額第２号ロに規定する単位数でサービスを受けることができる額とする。 

３ 事業対象者に係る第１号事業に係る支給費の支給限度基準額は、居宅介護サービス費等区分

支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額第２号イに規定する単位数でサ

ービスを受けることができる額とする。 

４ 居宅要支援被保険者が第１号事業並びに介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービス

を併用するときは、第１号事業並びに介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスの利

用単位数の合計が、第１項又は第２項の支給限度基準額を超えることができない。 

（第１号訪問事業及び第１号通所事業の支給費の割合） 

第７条 省令第140条の63の２第１項第３号イの規定により市が定める割合は100分の90とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１号訪問事業又は第１号通所事業の利用者が法第９条第１項に

規定する被保険者又は法第13条第１項に規定する住所地特例対象被保険者（次項の規定が適用

される被保険者又は住所地特例対象被保険者を除く。）である場合で、政令第29条の２第１項

に規定するところにより算定した所得の額が同条第２項に規定する額以上であるときは、省令

第140条の63の２第１項第３号イの規定により市が定める割合は、100分の80（政令第29条の

２第３項各号に該当する場合にあっては、100分の90）とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、第１号訪問事業又は第１号通所事業の利用者が法第９条第１項

に規定する被保険者又は法第13条第１項に規定する住所地特例対象被保険者である場合で、政

令第29条の２第１項に規定するところにより算定した所得の額が同条の２第５項に規定する額
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以上であるときは、省令第140条の63の２第１項第３号イの規定により市が定める割合は、

100分の70（政令第29条の２第６項第１号に該当する場合にあっては100分の80又は100分の

90で別に定める割合、同項第２号に該当する場合にあっては100分の90）とする。 

（一部改正〔平成30年告示1076号〕） 

（第１号介護予防支援事業の支給費の割合） 

第８条 省令第140条の63の２第１項３号ロの規定により市が定める割合は、100分の100とす

る。 

（第１号事業支給費の額の特例） 

第９条 市長は、災害その他特別な事情により必要な費用を負担することが困難であると認める

ときは、第１号事業の支給費の額の特例を決定することができる。 

２ 前項に定める第１号事業の支給費の額の特例に関し必要な事項は、別に定める。 

（追加〔令和元年告示1057号〕） 

（第１号事業支給費に係る審査及び支払） 

第10条 市長は、第１号事業支給に係る審査及び支払に関する事務について、法第115条の45の

３第６項の規定により埼玉県国民健康保険団体連合会に委託することができる。 

（一部改正〔平成30年告示478号・令和元年1057号〕） 

（基本チェックリストの実施等） 

第11条 第１号事業を受けようとする者（居宅要支援被保険者を除く。）は、各区役所又は地域

包括支援センターにおいて、介護保険法施行規則第140条の62の４第２号の規定に基づき厚生

労働大臣が定める基準（平成27年厚生労働省告示第197号）様式第１（以下「基本チェックリ

スト」という。）の質問項目の回答（以下「基本チェックリストの実施」という。）をし、当

該基本チェックリストを市長に提出するものとする。 

（一部改正〔平成30年告示478号・令和元年1057号〕） 

（第１号介護予防支援事業の届出） 

第12条 第１号介護予防支援事業を受けようとする居宅要支援被保険者等は、介護予防ケアマネ

ジメント依頼（変更）届出書（別記様式）に被保険者証を添付して市長に届出なければならな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、省令第95条の２第１項の規定に基づく、届出をした居宅要支援被

保険者は、介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書の届出を省略することができる。 

３ 居宅要支援被保険者が第１項の届出を行ったときは、市長は次に掲げる事項を当該居宅要支

援被保険者の被保険者証に記載して返付するものとする。 
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(1) 第１号介護予防支援事業を行う地域包括支援センターの名称 

(2) 届出のあった日付 

４ 事業対象者が第１項の届出を行ったときは、市長は次に掲げる事項を当該事業対象者の被保

険者証に記載して返付するものとする。 

(1) 事業対象者である旨 

(2) 基本チェックリスト実施日 

(3) 第１号介護予防支援事業を行う地域包括支援センターの名称 

(4) 届出のあった日付 

（一部改正〔令和元年告示1057号〕） 

（第１号事業に係る利用開始日） 

第13条 事業対象者は、基本チェックリスト実施日から第１号事業を利用することができる。 

２ 法第41条に規定する要介護認定を受けた被保険者又は法第53条に規定する要支援認定を受

けた被保険者は、認定有効期間の満了日の60日前から当該満了日までの間に基本チェックリス

トの実施をした場合は、当該認定有効期間の満了日の翌日に基本チェックリストの実施をした

とみなして、当該日から第１号事業を利用することができる。 

（一部改正〔平成30年告示478号・令和元年1057号〕） 

（文書の提出等） 

第14条 市長は、法第115条の45の３第２項に規定する第１号事業支給費に関して必要があると

認めるときは、当該第１号事業支給費を受ける者又は当該第１号事業支給費に係る第１号事業

を担当する者若しくは担当であった者に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、

若しくは依頼し、又は市の職員に質問若しくは照会をさせることができる。 

（一部改正〔令和元年告示1057号〕） 

（委任） 

第15条 この告示に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

（一部改正〔令和元年告示1057号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第１号事業の実施に関し、必要な手続きその他の行為は、この告示の施行の日前において
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も、この告示の規定の例により実施することができる。 

附 則（平成30年３月29日告示第478号） 

この告示は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年７月31日告示第1076号） 

この告示は、平成30年８月１日から施行する。 

附 則（令和元年11月26日告示第1057号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日告示第571号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の各要綱の規定により作成されている様式に

ついては、当分の間、使用することができる。 

附 則（令和５年３月３１日告示第602号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 
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別記様式 

介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書 

 年  月  日 

（宛先）さいたま市長 

次のとおり、届出します。 

フリガナ  被保険者番号           

被保険者氏名  個人番号             

生年月日              年  月  日 性 別 男  ・  女 

住所 

 

 電話番号 （    ） 

介護予防ケアマネジメントを依頼（変更）する地域包括支援センター 

事 業 者 名 称  

事 業 所 名 称  事業所番号           

事業所所在地 

 

 
電話番号 （    ） 

介護予防ケアマネジメントを受託する居宅介護支援事業者 

（居宅介護支援事業者が介護予防ケアマンジメントを受託する場合のみ記入） 

事 業 者 名 称  

事 業 所 名 称  事業所番号           

事業所所在地 

 

 
電話番号 （    ） 

地域包括支援センター又は居宅介護支援事業所を変更する場合の理由等（事業所を変更する場合のみ記入） 

 

 
変更年月日 年    月    日 

 

届

出

者 

□ 被保険者 □ 代理人 

氏  名 

（事業所名） 
                

事業所番号           

被保険 者との関係  

住   所 

（所在地） 

 

生年月日 年  月  日 電話番号 （    ） 

注 
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別記様式 

   （一部改正〔令和３年告示第 571号〕） 

 


